
グループディスカッション
「複合災害による九州電⼒⽞海原⼦⼒発電所事故を想定した

九州⼤学病院の対応について」

想定１：九州電⼒⽞海原⼦⼒発電所にて事故が発⽣
した時の被害予想と対応について
1. PAZ内からの病院施設避難の受け⼊れについて

2. 被ばく傷病者受け⼊れについて

3. 原⼦⼒災害時の職員参集について

想定２：他地域で原⼦⼒災害が発⽣した時に、原⼦
⼒災害医療派遣チームを派遣することができるか？



シナリオ
２０××年○⽉〇〇⽇

北部九州にて⻄⼭断層を震源とするマグニチュード８.
０の地震が午前1時に発⽣、地域に甚⼤な被害を与え
た。
佐賀県⽞海町にある九州電⼒⽞海原⼦⼒発電所では当
時定期点検中であったが。地震の影響により施設内の
設備に甚⼤な被害が発⽣し、地震発⽣後２時間で⽕災
と建物倒壊により燃料プールが崩落し、燃料棒が破損、
放射性物質漏洩となった。
施設敷地緊急事態（緊急時活動レベルEAL）が宣⾔さ
れた。



九州電⼒⽞海原⼦⼒発電所での原⼦⼒災害を
第⼀の想定とする
背景
• 2011年東⽇本⼤震災前において、原⼦⼒発電所⽴地県のみにお
いて原⼦⼒災害医療体制が構築された反省を踏まえて、隣接圏
である福岡県でも整備が進んだ。
•後述するとり、九州電⼒⽞海原⼦⼒発電所において福島と同じ
状況（地震、津波による電源喪失からの原⼦⼒災害）が発⽣す
る可能性はかなり低いと思われる。
•しかし、不測の事態に備えて複合災害での原⼦⼒災害の備えが
必要と思われる。



拡散シミュレーションの試算結果 (総点検版)平成24年12⽉ 原⼦⼒規制庁

 
福島第一原子力発電所（1～3号機）の放射性物質量と同じと仮定した計算 

 
サイト出力に対応した放射性物質量を仮定した計算 

参考 15-1試算結果：玄海 

緑⾊の線内は１週間で１００ミリシーベルトに達すると⾒積もられる。
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玄海原子力発電所は、佐賀県北部の東松浦半島にあり、佐賀県、福岡県、長
崎県の県境に位置する。したがって、原子力災害対応は３県合同で行われる。
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佐賀県

玄海原子力発電所

長崎県

福岡県



ユニット １号機 ２号機 ３号機 ４号機

営業運転開始 昭和50年10月15日 昭和56年3月30日 平成6年3月18日 平成9年7月25日

定格電気出力 55万9千ｋＷ 55万9千ｋＷ 118万ｋＷ 118万ｋＷ

原子炉型式
加圧水型軽水炉

（ＰＷＲ）

加圧水型軽水炉

（ＰＷＲ）

加圧水型軽水炉

（ＰＷＲ）

加圧水型軽水炉

（ＰＷＲ）

燃料集合体数 ─ 121体 193体 193体

運転状況
平成27年4月27日

運転終了
（廃止措置段階）

平成31年4月9日

運転終了

平成30年5月16日～

通常運転中

平成30年7月19日～

通常運転中

新規制基準への
対応状況

Ø 平成29年4月19日
廃止措置計画の認可

令和元年9月3日
廃止措置計画認可申請

Ø 平成25年7月12日
国へ適合性審査を申請

Ø 平成30年5月16日
通常運転復帰

Ø 平成25年7月12日
国へ適合性審査を申請

Ø 平成30年7月19日
通常運転復帰

玄海原子力発電所の概要 6

１号機２号機

玄海原子力発電所の外観

３号機４号機
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玄海地域の緊急時対応（概要版）①原子力災害対策重点区域・広域避難先

 玄海地域における原子力災害対策重点区域（概ね半径30kmの範囲）の人口は262,826人
(佐賀県：平成28年4月30日現在、長崎県:平成28年3月31日・4月1日現在、福岡県:平成28年4月1日現在)
 PAZ内の人口は玄海町3,673人、唐津市4,453人。
 UPZ内の人口は関係3県8市町254,700人。

１．玄海地域の原子力災害対策重点区域 ３．PAZ及びUPZの各自治体における広域避難先

（●数時間内を目途に区域を特定）

●PAZの住民の避難開始
●PAZの住民は安定ﾖｳ素剤を服用例）冷却機能喪失

ＵＰＺ（5～30㎞） （30㎞～）

ＥＡＬ（ＧＥ）

例）大地震（立地道府県で震度６弱以上）

例）全交流電源喪失

PAZ（～5㎞）

●PAZの住民の避難準備を開始
（●PAZの施設敷地緊急事態要支援者の避難を開始）

（●PAZの施設敷地緊急事態要支援者の避難準備を開始）
ＥＡＬ（ＡＬ）

ＥＡＬ（ＳＥ）

●UPZの住民は屋内退避

OIL1

OIL2

避難

1週間程度内に一時移転
（●１日内を目途に区域を特定し、
地域生産物の摂取を制限する）

空間線量率500μSv/h超過

空間線量率20μSv/h超過

事
故
等
が
進
展

③全面緊急事態（原災法15条）【防護措置を実施】

②施設敷地緊急事態（原災法10条）【防護措置の準備を開始】

①警戒事態【警戒体制の構築（参集、情報収集、拠点間の連絡など）】

 PAZ内、UPZ内の各市町の住民の避難先は、各県内で確保。
 地域毎に予め避難経路を設定。自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路
により避難を実施。

 緊急事態の初期段階は原子力施設の状態等の進捗で、放射性物質放出後は緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸ の゙結果
に基づいて防護措置を実施。

① EAL（Emergency Action Level ）による段階的避難／施設敷地緊急事態要支援者は早期避難
原子力施設の状態等に基づく緊急事態区分を導入し、その区分を判断する基準（EAL）を設定。EAL 
に基づき防護措置を行う。
※施設敷地緊急事態要支援者の避難は通常の避難より時間がかかるため、EAL（SE）の段階から避難を開始する。
ただし、避難により健康ﾘｽｸが高まるおそれのある者は遮へい効果の高い建物等に屋内退避する。

②緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸ の゙実施／OIL（Operational Intervention Level）に基づく判断
国はEAL（SE）の段階で緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸ ｾ゙ ﾝﾀｰを立ち上げる。放射性物質放出後、ﾓﾆﾀﾘﾝｸ 結゙果
と防護措置の実施基準（OIL）に基づき、PAZ外の住民の防護措置の実施を判断する。

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary Action Zone
※UPZ（緊急時防護措置を準備する区域）：Urgent Protective Action Planning Zone

放射性物質放出後

1

２．原子力災害対策指針における緊急時防護措置実施の考え方

関係県
PAZ内 UPZ内

合 計
(概ね5km） （概ね5～

30km）

佐賀県 8,126人 179,503 人 187,629人

長崎県 - 60,371 人 60,371人

福岡県 - 14,826 人 14,826 人

合 計 8,126 人 254,700 人 262,826 人

玄海地域原子力防災協議会

※自然災害等により上記避難先に避難できない場合は、佐賀県がUPZ外で代替避難先を確保

※自然災害等により上記避難先に避難できない場合は、県が調整の上、各県内で代替避難先を確保

平成28年11月22日

PAZ

UPZ

UPZ内市町
の広域避難先

佐賀県3市町避難先※
県内17市町

福岡県1市避難先※
県内16市町

長崎県4市避難先※
県内6市町

（同一市内への避難を含む）

PAZ

UPZ

PAZ内市町
の広域避難先

玄海町避難先
小城市

佐賀県 福岡県

長崎県

県 市町 住民数

佐賀県
玄海町 3,673人

唐津市 4,453人

合 計 8,126人

お ぎ し

唐津市避難先
江北町、白石町
こうほくまち しろいしちょう

から つ し

げんかいちょう

5Km

資料２

原⼦⼒災害医療対策重点区域における住⺠は原⼦⼒災害医療の対象となりうる。
UPZ内市 九州⼤学病院は⽞海原⼦⼒発電所から⻄に約60キロメートル、30キロ圏内のUPZ外に位置する。
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進
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等
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進
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原子力施設の状態等に基づく緊急事態区分を導入し、その区分を判断する基準（EAL）を設定。EAL 
に基づき防護措置を行う。
※施設敷地緊急事態要支援者の避難は通常の避難より時間がかかるため、EAL（SE）の段階から避難を開始する。
ただし、避難により健康ﾘｽｸが高まるおそれのある者は遮へい効果の高い建物等に屋内退避する。

②緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸ の゙実施／OIL（Operational Intervention Level）に基づく判断
国はEAL（SE）の段階で緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸ ｾ゙ ﾝﾀｰを立ち上げる。放射性物質放出後、ﾓﾆﾀﾘﾝｸ 結゙果
と防護措置の実施基準（OIL）に基づき、PAZ外の住民の防護措置の実施を判断する。

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary Action Zone
※UPZ（緊急時防護措置を準備する区域）：Urgent Protective Action Planning Zone

放射性物質放出後
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２．原子力災害対策指針における緊急時防護措置実施の考え方

関係県
PAZ内 UPZ内

合 計
(概ね5km） （概ね5～

30km）

佐賀県 8,126人 179,503 人 187,629人

長崎県 - 60,371 人 60,371人

福岡県 - 14,826 人 14,826 人

合 計 8,126 人 254,700 人 262,826 人

玄海地域原子力防災協議会

※自然災害等により上記避難先に避難できない場合は、佐賀県がUPZ外で代替避難先を確保

※自然災害等により上記避難先に避難できない場合は、県が調整の上、各県内で代替避難先を確保
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PAZ

UPZ

UPZ内市町
の広域避難先

佐賀県3市町避難先※
県内17市町

福岡県1市避難先※
県内16市町

長崎県4市避難先※
県内6市町

（同一市内への避難を含む）

PAZ

UPZ

PAZ内市町
の広域避難先

玄海町避難先
小城市

佐賀県 福岡県

長崎県

県 市町 住民数

佐賀県
玄海町 3,673人

唐津市 4,453人

合 計 8,126人

お ぎ し

唐津市避難先
江北町、白石町
こうほくまち しろいしちょう

から つ し

げんかいちょう

5Km

資料２

• 避難中に発⽣した傷病者で放射能汚染が伴っている場合、原⼦⼒災害拠点病院である九州
⼤学病院で受け⼊れる可能性がある。

• ⽞海原⼦⼒発電所の⾵下には200万⼈以上の住⺠が居住している。放射性物質の拡散に伴
う直接的な健康障害は考えにくいが、⼼理的影響や混乱は⼤きいと思われる。



九州⼤学病院

佐賀県医療センター好⽣館

佐賀⼤学医学部附属病院

唐津⾚⼗字病院

⻑崎医療センター

⻑崎⼤学病院

九州電⼒⽞海原⼦⼒発電所

⻑崎⼤学のもと、３県で５つの原⼦⼒災害拠点病院でネットワークを
形成して原⼦⼒災害医療を提供することが求められる



福岡県内の原⼦⼒災害医療協⼒機関との連携について

•北九州市⽴⼋幡病院
•独⽴⾏政法⼈国⽴病院機構九州医療センター
•福岡⼤学病院
•久留⽶⼤学病院
•飯塚病院
•⽷島医師会病院



PAZ内からの病院施設避難の受け⼊れに
ついて（１０分）
1. ⽞海原発事故における放射線の拡散について
2. ⽞海原発から九州⼤学病院までの距離は？
3. PAZ内における⾃治体、医療機関、福祉施設の状況
4. PAZ内の避難計画
5. 福岡県内の他の医療機関、九州⼤学との連携は？



被ばく傷病者受け⼊れについて（１０分）
1. 救急⾞による搬送は確⽴されているか？
2. 病院内の被ばく傷病者の受け⼊れ態勢、診療体制（⼊院、⼿
術、フォローアップ等）は？

3. 内部被ばくの評価は？

原⼦⼒災害時の職員参集について（１０分）
1. 原⼦⼒災害に対する職員の恐怖⼼・忌避感
2. 雇⽤契約における災害対応の明記について
3. 職員の安全配慮義務について
4. 職員への原⼦⼒災害教育について



原⼦⼒災害時の職員参集について（１０分）

1. 原⼦⼒災害に対する職員の恐怖⼼・忌避感
2. 雇⽤契約における災害対応の明記について
3. 職員の安全配慮義務について
4. 職員への原⼦⼒災害教育について



事業継続計画(BCP)におけるリスク評価、業務影響分析、業務継続戦略

• リスク評価
九州⼤学病院が想定する⼤規模地震は警固断層地震（Mw7.2 想定死者1,182名）
⽞海原⼦⼒発電所から⻄に６０kmに位置する

• 業務影響分析
九州⼤学病院の⽇常診療（1⽇外来数3000名、⼿術件数40件、病床1275床、稼働率97％、職員数１５００
名体制）
警固断層地震による病院の影響は建物に中等度の被害がありうるため、⽇常診療が影響し、１−２週間の機
能低下が⾒込まれる。
⽞海原⼦⼒発電所事故に伴うプルームの拡散に伴う直接的な被害はほぼゼロと⾒込まれる
複合災害および放射線に対する懸念による職員確保低下に伴い病院機能低下が予想

• 業務継続戦略 優先業務
職員の安全確保、⼊院患者の治療継続、優先順位に基づく外来診療継続、
原⼦⼒災害拠点病院として、原⼦⼒災害関連の傷病者の受け⼊れ、病院・福祉施設からの避難者受け⼊れ、
および危機広報 14



他地域で原⼦⼒災害が発⽣した時に、原⼦⼒災害医
療派遣チームを派遣することができるか？（５分）



他地域での原⼦⼒災害発⽣時に九州⼤学病院の原⼦⼒災害
医療派遣チームを派遣する事態が第２の想定である。

Command &
Control

原⼦⼒災害医療・総合⽀援センターおよび都道府県の派遣調整
出動した派遣チームは、⽀援受⼊医療機関の⻑の指揮下に⼊る

Safety 派遣期間は移動を除き５⽇間
隊員の防護措置（線量管理、防護服等の着⽤）

Communication ⽀援受⼊医療機関は院内コーディネーターを関係者に周知、派遣チー
ムの受⼊待機場所や活動控室、宿泊や⾷事の場所を周知

Assessment 原⼦⼒災害が発⽣し た原⼦炉施設等の状況、緊急時モニタリングの結
果や原⼦炉施設等の状態予測、⽀援受⼊医療機関の活動状況など必要
な情報を迅速かつ的確に把握するととも に、これらの情報を派遣チー
ムに定期的に伝達

Treatment &
Triage

オフサイトにおける原⼦⼒災害医療提供
原⼦⼒災害拠点病院等の⽀援
汚染のある患者に対する救急医療等の提供

Transfer 当該原⼦⼒災害拠点病院で対応できない被ばく傷病者等が発⽣した場
合には、⾼度被ばく医療⽀援センターまたは原⼦⼒災害医療・総合⽀
援センターへ搬送する際の搬送⽀援を⾏う

出典）原⼦⼒災害医療派遣チーム活動要領（平成29年3⽉29⽇）原⼦⼒規制庁放射線防護企画課をもとに作成


